
   特別支援学校調理業務委託 公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 業務等の概要 

⑴ 業務名称 特別支援学校調理業務委託 

⑵ 業務内容 別紙「業務委託仕様書及び特別支援学校調理業務委託 特記仕様

書（以下「仕様書」という。）」のとおり 

⑶ 契約期間 契約締結の日から令和 13 年３月 31 日まで 

⑷ 履行期間 令和８年４月１日から令和 13 年３月 31 日まで 

⑸ 履行場所 瀬戸市立瀬戸特別支援学校 

ただし、改修工事を予定しているため令和８年８月～令和 10 年

３月までの間は、瀬戸市立原山小学校において調理を行う。 

⑹ 提案上限額 286,011,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 参加資格要件 

次の各号に定める要件をすべて満たしていること。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「令」という。）第 167

条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

⑵ 参加資格確認申請書提出期限において、令和６・７年度あいち電子調達共同

システム（物品等）で瀬戸市の入札参加資格者名簿に本案件の営業種目（（大

分類）03：役務の提供 （中分類）05：給食 （小分類）01：病院給食 又は

02：学校給食（調理員派遣））の登録があること。 

⑶ 公告日から契約締結日までの間において、「瀬戸市指名停止取扱要領」（平

成 13 年８月１日施行）に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

⑷ 公告日から契約締結日までの間において、「瀬戸市が行う事務及び事業から

の暴力団排除に関する合意書」（平成 23 年９月 29 日付け瀬戸市長・愛知県瀬

戸警察署長締結）及び「瀬戸市が行う契約等からの暴力団排除に関する事務取

扱要領」（平成 19 年 12 月１日施行）に基づく排除措置を受けていない者であ

ること。 

⑸ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがな

されている者にあっては、同法に基づく更生手続開始の決定を受けていること。 

⑹ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者にあっては、同法に基づく再生手続開始の決定を受けていること。 

⑺ 国税、都道府県民税、市町村民税、消費税及び地方消費税を滞納している者

でないこと。 

⑻ 愛知県内に本店、支店又は営業所等を有すること。 

⑼ 学校給食調理業務を受託し、３年以上の運営実績を有していること。また、

特別支援学校給食または病院等の形態調整食調理業務を受託し、２年以上の運



営実績を有していること。 

 

３ スケジュール 

⑴ 公告日            10 月３日 

⑵ 質疑提出期限         10 月 15 日 

⑶ 質疑回答日          10 月 21 日 

⑷ 参加資格確認申請書提出期限  10 月 31 日 

⑸ 参加資格確認通知日      11 月７日 

⑹ 提案書提出期限        11 月 28 日 

⑺ 選定委員会開催日     12 月 8 日～12 月 12 日（予定） 

⑻ 審査結果通知日        12 月 17 日（予定） 

⑼ 契約締結日          12 月 24 日（予定） 

⑽ 業務開始日          1 月 5 日（予定） 

 

４ 実施要領等の閲覧及び配布方法 

⑴ 担当部署及び問い合わせ先 

〒４８９－０００４ 

愛知県瀬戸市日の出町 34 番地の２ 

瀬戸市学校給食センター内 

瀬戸市教育部学校教育課学校給食係 

電話 ０５６１－４８－７６００ 

F A X ０５６１－４８－７１７１ 

メールアドレス kyushoku@city.seto.lg.jp 

⑵ 本プロポーザルに係る実施要領等の入手方法 

瀬戸市ホームページからダウンロードすること。 

【記事名】 

「特別支援学校調理業務」委託事業者の募集（公募型プロポーザル） 

【アドレス】 

https://www.city.seto.aichi.jp/docs/2025/10/02/00708041711/08

tocyori.html 

 

５ 質疑及び回答 

⑴ 提出期限 

令和７年 10 月 15 日 12 時 30 分まで 

⑵ 提出方法 

質問票（様式９）に必要事項を記載し、電子メールにより送信すること。 



表題は、「【質疑】特支調理業務委託」とし送信すること。 

送付先：kyushoku@city.seto.lg.jp 

⑶ 回答期日 

令和７年 10 月 21 日 

⑷ 回答方法 

瀬戸市ホームページに回答を掲載する。 

 

６ 参加資格確認申請 

⑴ 提出期限 

令和７年 10 月 31 日 12 時 30 分まで 

⑵ 提出方法 

参加資格確認申請書（様式１）に必要事項を記載し、電子メールにより送信

すること。 

表題は、「【参加資格確認申請】特支調理業務委託」とし送信すること。 

送付先：kyushoku@city.seto.lg.jp 

⑶ 参加資格確認通知日 

令和 7 年 11 月７日 

⑷ 通知方法 

申請者に対し、電子メールにより参加資格確認通知書を送信する。 

 

７ 提案書等の作成及び提出 

⑴ 提出期限 

令和７年 11 月 28 日 12 時 30 分まで 

⑵ 提出場所 

〒４８９－０００４ 

愛知県瀬戸市日の出町 34 番地の２ 

瀬戸市学校給食センター内 

瀬戸市教育部学校教育課学校給食係 

⑶ 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。 

郵送で提出する場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法とす

ること。 

提出期限までに提出されなかった提案書は無効とする。 

提出期限までに、提案書及び必要書類の提出がない場合は、参加を辞退した

ものとみなす。 

⑷ 提出書類及び部数 



ア 提案書 正本１部、副本１０部 

表紙（第５号様式） 

企画提案書（第５－１号様式～第５－１３号様式） 

※見積書は含まない。 

イ その他、企画提案書類 正本１部、副本１０部 

ウ 見積書 正本１部 

⑸ 作成に当たっての注意事項 

ア 提案書 

(ｱ) サイズは、原則として日本産業規格Ａ列４番(以下「Ａ４サイズ」とい

う。)とする。 

(ｲ) 複数ページに渡る書類は、それぞれの書類ごとにホチキス等で綴じた

簡易製本にすること。Ａ４サイズ以上の紙を使用した場合は、製本する際

にＡ４サイズに揃えること。 

(ｳ)  書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準

時及び計量法による。 

(ｴ) 提出後の書類の追加、修正、差し替えは一切認めない。 

(ｵ) 提案者１者につき１提案に限る。 

(ｶ) 図、表、絵、写真の使用を可とし、その他必要と思われる資料を添付

すること。 

(ｷ) 各様式は簡潔に記載し、詳細な内容は様式に付属する別紙とすること。 

イ 見積書  

(ｱ) 見積書の金額に「￥」または「金」を付すこと。 

(ｲ) 見積書は封筒に入れ、封筒表面に「（宛先）瀬戸市長」及び「件名」

を記入し、封筒裏面に住所、商号又は名称、代表者職氏名を記入し、代表

者印を押印すること。また、継目に３か所封印を押すこと。 

(ｳ) 見積金額に対して消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）の規定により算出した消費税及び地方消費税額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）をもって契約価格とするため、提案者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、税抜金

額を見積書に記載すること。 

(ｴ) 内容に金額の内訳を記載すること。 

⑹ 提案書の取扱い 

ア 提出された提案書の内容変更等は認めない。 

イ 提出された提案書は、返却しない。 

ウ 提出された提案書は、契約候補者の決定を目的として使用するものとし、



提出者に無断でその他の目的のために使用しない。 

エ 実施要領にて示したもの以外の資料は受理しない。  

オ 提出された提案書の著作権は、提案者に帰属する。 

カ 提出された提案書に含まれる著作権及び特許権など日本国の法令に基づ

いて保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じ

た責任は提案者が負う。 

⑺ 提案書の無効 

次のいずれかに該当する提案書は、無効とする。 

ア 参加資格を有しない者が提出した提案書 

イ 記載事項を判読できない提案書 

ウ 参加資格確認申請書に虚偽の記載をした者が提出した提案書 

エ 虚偽の事項が記載された提案書 

オ 提案上限金額を超過した金額を記載した提案書 

カ 不正な利益を図る目的で、市の職員又は選定委員会の委員と接触した者が

提出した提案書 

キ 実施要領で定める期限までに提出されなかった提案書 

ク その他実施要領で定める条件に違反した提案書 

⑻ その他 

必要に応じて提出書類の追加又は変更を指示し、提出を求めることがある。 

 

８ 契約候補者の選定 

⑴ 選定方法 

ア 選定委員会において、提案者から提出された提案書及び提案者からのプレ

ゼンテーションにより、「⑵ 評価項目及び評価点数、評価基準」に基づき、

提案の評価及び審査を行い、契約候補者を選定する。 

イ 選定委員会の委員は、非公開とする。 

⑵ 評価項目及び評価点数、審査基準 

ア 評価項目及び評価点数、審査基準については、別紙「評価基準表」による。 

イ 評価点数の合計が６０点未満の場合は、契約候補者として選定しない。 

⑶ プレゼンテーション 

ア 開催日時は、令和７年 12 月８日から 12 月 12 日までを予定しており、時

間及び場所等の詳細については別途通知する。 

イ 実施時間は、提案者につき、プレゼンテーション 15 分以内 、質疑応答

15 分程度とする。 

ウ 出席者は３名以内とし、本業務を担当する予定の業務担当責任者は必ず出

席すること。 



エ プレゼンテーションは提案書により行い、追加資料の配布は認めない。 

オ プレゼンテーション及び審査は非公開とする。 

 

９ 失格事由 

提案者に次の行為があった場合は、失格とし、別途、瀬戸市指名停止取扱要領

に基づき、指名停止措置を講じることがある。 

⑴ 市の職員又は選定委員会の委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を

求めること。 

⑵ 他の提案者と提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

⑶ 契約候補者の決定までの間に、他の提案者に対して提案の内容を意図的に開

示すること。 

⑷ 提案書等に虚偽の記載を行うこと。 

⑸ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

 

10 審査結果の通知及び公表 

⑴ 審査結果の通知 

各提案者に対して、次の事項を記載した結果通知書により通知する。 

ア 業務名称 

イ 契約候補者 

ウ 当該提案者の評価点数 

⑵ 審査結果の公表 

市ホームページにおいて、次に掲げる事項を公表する。 

ア 業務等の名称 

イ 業務内容及び契約期間 

ウ 契約候補者の名称及び所在地 

エ 提案者数及び審査結果 

 

11 契約手続き 

⑴ 契約の協議 

決定した契約候補者に対して、当該業務等に係る仕様を定めるための協議を

行う。 

協議の結果、当該業務に係る仕様が決定した場合、見積書の徴収を行い、予

定価格の範囲内で契約金額を決定する。 

なお、提出された提案書の内容は、今回の契約において拘束力を持つものと

するが、公正性及び透明性の確保を図るため、原則として、あらかじめ実施要

領等で示した事項の変更は認めない。 



⑵ 契約候補者との契約の締結 

契約候補者を契約の相手方として決定した場合、令第 167 条の２第１項第２

号の規定による随意契約の方法により、契約候補者と契約を締結する。 

⑶ 契約候補者との協議が不調の場合 

契約候補者との契約締結に至らなかった場合は、次順位の者を新たな契約候

補者として、契約の協議を行う。 

次順位の契約候補者と契約の協議を行い、契約の相手方として決定した場合

は、契約を締結するものとする。 

なお、契約協議の時点で、次順位者が参加資格要件を満たさなくなった場合

は、失格とし、第３位の者を新たな契約候補者として、契約の協議を行う。 

⑷ 契約条項を示す場所及び日時 

  瀬戸市役所学校教育課学校給食係（瀬戸市学校給食センター内） 

  公告日から提案書提出期限まで 

⑸ 契約書作成の要否 

  要 

⑹ 契約保証金に関する事項 

  瀬戸市契約規則（昭和 40 年瀬戸市規則第 18 号）第 30 条の規定による。 

 

12 その他 

⑴ 提案書の提出及び見積並びに契約に当たっては、地方自治法、地方自治法施

行令、瀬戸市契約規則等関係法令を遵守すること。 

⑵ 提案書等の作成及び提出並びにプレゼンテーション等に要する費用は、提出

者の負担とする。 

⑶ 参加資格確認申請書及び提案書等の提出後に辞退する場合は、書面（第８号

様式「辞退届」）により届け出ること。 

⑷ 提出書類は、瀬戸市情報公開条例（平成 12 年瀬戸市条例第５号）に基づく

情報公開請求の対象となるほか、市が必要と認める場合に全部もしくは一部を

公表する場合がある。 

 

13 担当部署及び問い合わせ先 

〒４８９－０００４ 

愛知県瀬戸市日の出町 34 番地の２ 瀬戸市学校給食センター内 

瀬戸市教育部学校教育課学校給食係 

電話 ０５６１－４８－７６００ 

F A X ０５６１－４８－７１７１ 

メールアドレス kyushoku@city.seto.lg.jp 



 


